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抄録 

ますます長寿化が進む現代の日本においては，健康長寿を目指し，高齢期においても積極的に社

会参加することが重要である．既に，高齢者の地域活動に関する研究は多数見られるが，活動への

参加行動に着目されることが多く，活動内容や頻度，地域内の人的ネットワークについての検討は

少なく，また，地域も限定的である．そこで，本研究では，全国13都市の住民に対して実施したWeb

アンケートの結果をもとに，どのような属性を持った高齢者が活発に地域活動をしたり，地域の役

職者と交流しているか検討した．その結果，他者との交流や地域活動の多くにおいて，住民の性別

による違いが顕著であった．女性は日常的な人付き合いが多いが，男性は地域の役職者との交流や

役割・目的が明確な地域活動への参加者が多い．居住年数や就業状態，教育状況では，性別ほどの

顕著な参加状況の差は見られなかった．人生100年時代とも言われる昨今の日本において，より効

果的に高齢者の地域活動，ひいては社会参加を促進させていくためには，こうした性別による違い

を踏まえる必要がある． 

 

１． はじめに 

厚生労働省が発表した「平成 30 年簡易生命表の

概況」によれば，2018 年現在，わが国の平均寿命

は男女とも前年より延伸したが[1]，単に長寿であ

るのみならず，日常生活が制限されずに健康に過

ごせる期間としての「健康寿命」の延伸と，それ

による健康長寿社会の実現がより重要である[2]．

健康寿命の延伸が 21 世紀の日本の重要な社会的

課題であることは，介護保険法の改正により介護

予防の取り組みが強化されたこと（2006 年）や，

「二十一世紀における第二次国民健康づくり運動
[3]」（健康日本 21（第二次））に健康寿命延伸が盛

り込まれたことからも明らかである． 

健康長寿であるために，心身機能・生活機能・
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社会機能の 3 つを総合した機能的健康の維持が重

要であり，そのための方策が 12 項目紹介されてい

る[4]．その 1 つが「社会参加」であり，定期的な

外出や交流，活動への参加が重要とされる．高齢

者が社会参加することで，彼らの身体的・精神的

健康の維持に効果があることは，既に様々な研究

で確認されている[5][6][7][8]．他方，実際の社会では，

年齢が上がるほど外出頻度が低下し，近隣の住民

との交流も途絶え，頼れる人がいない社会的孤立

状態に陥っている高齢者の割合が多いことも指摘

されてきた[9][10]． 

社会参加に関する研究は，社会科学領域を中心

に，分野横断的に行われてきたが[11][12][13][14]，参加

行動の促進要因や阻害要因など，他の変数との関

連は，主に疫学や公衆衛生学等の健康科学領域で

活発に検討されてきた [15][16]．その多くは，参加行

動と身体状況・精神状況・社会的環境等の諸変数

との関連について，性別・年齢・教育状況・居住

年数・就業状態等の社会的属性を共変量として統

制したモデルにより因果推論を行い，健康アウト

カムに与える影響を検討する研究である．他方，

政治学や社会学など，広く社会科学領域では，人

口統計学的変数や社会経済学的変数等の社会的属

性と参加行動との関連が複数の研究において報告

されている[17][18]．そのため，地域活動への参加行

動においても同様に，社会的属性変数との関連が

見られる可能性がある． 

そこで，本研究では近年実施された全国規模の

オンライン調査のデータを用いて，高齢住民の地

域活動（自宅近隣における地域コミュニティ内に

おける諸活動）への参加行動と社会的属性との関

連性について検討することを目的とした． 
 

２． 研究方法 

2.1. 調査デザイン及び対象 

本研究は，全国 13 都市の 20 歳以上住民を対象

にしてオンラインでおこなった住民意識調査のデ

ータを用いた横断研究である．阿部[19]が市民社会

構造について検討した全国 64 都市と，東京都 23

特別区および茨城県の県北・県央・県南それぞれ

の主要 1都市から重複を除いた合計 88都市のうち，

今回の調査へ同意が得られた 13 都市[20]（岩手県 A 

市，B 市，C 市；茨城県 D 市，E 市；東京都 F 

区，G 区；神奈川県 H 市；新潟県 I 市；長野県 

J 市；岐阜県 K 市；香川県 L 市；宮崎県 M 市）

を対象として，住民意識調査を実施した． 

 

2.2. 調査方法およびサンプル数 

調査は，2017 年 12 月から 2018 年 2 月にかけて

web アンケート形式でおこなった．専門の調査会

社に委託し，調査会社が有するモニター群に対し

てメールで協力を呼びかけたうえ，専用の入力フ

ォームを通じて回答を求めた．その際，各都市の

人口統計状況にあわせて，性年代別にサンプル割

付を実施し，必要サンプル数に達するまで継続し

て調査をおこなった．その結果，全国 13 都市より

3,259 件の有効回答を得た．全ての有効回答は，調

査会社により個人情報を伴わない ID 化されたデ

ータとして納品されており，本研究の分析にあた

り倫理的配慮を必要とする事項はなかった． 

尚，本研究の目的は，高齢の住民における地域

活動への参加状況について検討するものであり，

定年退職後の世代が含まれる 60 歳代以上の男性

および女性を便宜的に「高齢者」とした．有効回

答全体における高齢者のサンプルは，N=322

（9.9%）であった． 
 

2.3. 調査項目 

日常的に地域社会内で他者と接触する機会が少

なく，社会的孤立および閉じこもり傾向の高齢者

は心身の健康状態が悪いとされる [21]．そこで，高

齢者の地域活動への参加行動として，①他者との

日常的接触頻度，②日常的につきあいのある地域

の役職者，③町内会（自治会も含む）や地域活動

への参加状況の 3 項目について検討する． 

他者との日常的接触頻度では，対面・非対面を

問わず，近所の人，友人，家族，職場の同僚（勤

務外）と普段どの程度交流しているか尋ねた．た

だし，離死別やその他の理由等でこれら 4 項目に

該当する相手方が居ないという者もいるだろう．

このような人は「全くない」を選択するように，

リード文での誘導を行った．Sakurai らの研究[21]

にならい，他者のいずれとも交流頻度が週 1 回未

満の者を「孤立傾向群」とした．ただし，孤立傾

向群に分類された人の中には，地域の役職者等，

これら 4 項目の相手以外のつきあいがある住民が

いる可能性もあるが，既存の研究において，住民

と地域の役職者との関わりについて検討した研究

は少ない．そこで，本調査では，町内会役員や行

政職員，政治家等地域の役職者を 9 種類列挙し，
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接触頻度を問わず，普段からつきあいがある相手

方を全て選んでもらった． 

社会調査において，町内会や地域活動への参加

状況を問うことは珍しいものではない．ただし，

その多くは町内会活動あるいは地域活動へ参加し

ているか否かを尋ねるのみに留まっており，どの

ような活動において，高齢者の参加傾向が高いの

かという観点で検討されている研究は少ない．本

研究では，町内会の活動内容を 8 項目（「定例会・

総会」，「清掃・美化等」，「見回り（防災・防犯）」，

「防災訓練」，「交通安全指導」，「地域のお祭り」，

「スポーツ・レクレーション」，「ボランティア・

NPO」）に細分化し，参加頻度を 5 件法で尋ねた．

このうち，上位 2 群のいずれかに回答した者を「積

極的参加群」とした． 

さらに，回答者自身の社会的属性に関する変数

として，性別（男性・女性），年齢（満年齢），居

住年数（30 年未満・30 年以上），就業状態（就業

している・就業していない），教育状況（高卒以下・

短大卒以上）等について尋ねた． 
 

2.4. 統計解析 

調査は，専用の入力フォームを用いた Web アン

ケート形式でおこなわれたため欠測値はない．そ

のため，得られた有効回答に補正等をかけること

なく統計解析をおこなうこととした．調査項目の

うち，回答者自身の社会的属性に関する 4 つの変

数それぞれを独立変数とし，日常的に交流がある

相手方や，地域活動の内容に関する変数を従属変

数としたクロス集計及びカイ二乗検定をおこなっ

た．尚，解析には，IBM SPSS ver.23.0 を使用し，

有意水準は 5%未満で両側検定とした． 
 

３． 分析結果 

 まず，高齢者（N = 322）の社会的属性の側面か

ら，回答者特性を表 1 に示す． 

男性がやや多く，非就業状態の者が多く，短大

卒以上の者が多かった．年齢は 69.2 ± 3.5 歳（平均

±標準偏差[SD]）であり，居住年数は 35.5 ± 18.4

年であった．事前に割付がされていない就業状態，

教育歴における回答者割合の偏りが大きくなって

おり，居住年数の分散も大きくなっていた．性別

は，事前にサンプル割付をおこなったものの，地

域による割付数の違いから約 10 ポイントの差が

見られた．一方で，60 歳代後半から 70 歳代前半

までのサンプルが大半であり，年齢の分散は比較

的小さくなっていた． 
 

表 1 回答者特性 

N %

性別 男性 176 54.7

女性 146 45.3

就業状態 就業中 114 35.4

非就業 208 64.6

教育状況 高卒以下 120 37.3

短大卒以上 202 62.7

平均 SD

年齢 69.2 3.5

居住年数 35.5 18.4  

 

次に，高齢者の日常的交流と地域活動の実態に

ついての回答結果を表 2から表 4にそれぞれ示す．

週 1 回以上の頻度で友人と交流している者の割合

は，男性よりも女性で有意に高く（p <.05），非就

業者より就業者の方が職場の同僚と交流している

傾向が高かった（p <.001）．地域内での交流と推察

される「近所の人」に着目すると，30 年以上居住

者，女性，非就業者，短大卒以上の者の交流頻度

が高かったが，いずれも家族や友人の構成比より

も少なく，統計学的な有意差も認められなかった．

他人と週 1 回以上の交流がない「孤立傾向群」は

どの属性でも有意差が見られなかったものの，長

期的に居住している者，男性，非就業者，高卒以

下では孤立傾向が高いようにも思える（表 2）．ま

た，属性に関わりなく，普段から民生委員とつき

あいがあると回答した者が全ての項目で最も多か

った．そのうち，性別および学歴において有意差

が認められ，女性よりも男性の方が（p <.05），短

大卒以上よりも高卒以下の方が（p <.05），民生委

員とつきあいのある者の割合が高かった．属性ご

とに見ると，性別により地域の役職者とのつきあ

いの割合に有意差が見られた．青年団・消防団役

員（p <.01），後援会・政治団体役員（p <.01），地

方議員（p <.01）では，女性よりも男性の方がそれ

ぞれの相手と普段からつきあっている者の割合が

高かった．さらに，非就業者よりも就業者におい

て国会議員とつきあいのある者の割合が有意に高

かった（p <.01）．一方で，いずれの役職者でも居

住年数の長短により，つきあいのある者の割合に

統計学的な有意差は確認されなかった（表 3）． 
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表 2 高齢者が週 1 回以上交流する相手 

30年未満 30年以上 p 男性 女性 p 就業中 非就業 p 高卒以下 短大卒以上 p

近所の人 36.1% 41.1% 37.5% 41.8% 39.5% 39.4% 37.5% 40.6% 39.1%

友人 46.3% 50.0% 43.8% 54.8% * 50.9% 47.6% 48.3% 49.0% 48.8%

家族 76.9% 71.5% 71.0% 76.0% 78.9% 70.2% 67.5% 76.7% 73.3%

職場の同僚 17.6% 19.6% 22.7% 14.4% 34.2% 10.6% † 19.2% 18.8% 18.9%

孤立傾向群 13.9% 18.2% 19.3% 13.7% 13.2% 18.8% 21.7% 13.9% 16.8%

Chi-squared test * p <.05  ** p <.01   † p  <.001

居住年数 性別 就業状態 教育状況
全体

 
 

表 3 普段からつきあいのある地域の役職者 

30年未満 30年以上 p 男性 女性 p 就業中 非就業 p 高卒以下 短大卒以上 p

民生委員 16.7% 22.0% 24.4% 15.1% * 20.2% 20.2% 26.7% 16.3% * 20.2%

青年団・消防団役員 0.9% 5.1% 6.3% 0.7% ** 5.3% 2.9% 5.8% 2.5% 3.7%

PTA役員 3.7% 6.5% 6.3% 4.8% 5.3% 5.8% 5.0% 5.9% 5.6%

社会福祉協議会役員 3.7% 8.9% 9.1% 4.8% 7.9% 6.7% 8.3% 6.4% 7.1%

協同組合役員 2.8% 4.7% 5.7% 2.1% 5.3% 3.4% 5.0% 3.5% 4.0%

NPO・市民団体役員 9.3% 8.4% 8.5% 8.9% 7.9% 9.1% 12.5% 6.4% 8.7%

後援会・政治団体役員 3.7% 8.9% 10.8% 2.7% ** 10.5% 5.3% 8.3% 6.4% 7.1%

自治体幹部職員 1.9% 4.2% 5.1% 1.4% 5.3% 2.4% 4.2% 3.0% 3.4%

地方議員 8.3% 11.7% 14.8% 5.5% ** 12.3% 9.6% 14.2% 8.4% 10.6%

国会議員 1.9% 4.2% 5.1% 1.4% 7.0% 1.4% ** 4.2% 3.0% 3.4%

Chi-squared test * p <.05  ** p <.01   † p  <.001

居住年数 性別 就業状態 教育状況
全体

 

 
表 4 町内会・地域活動における積極参加群の割合 

30年未満 30年以上 p 男性 女性 p 就業中 非就業 p 高卒以下 短大卒以上 p

定例会・総会 19.4% 22.0% 27.3% 13.7% ** 19.3% 22.1% 25.0% 18.8% 21.1%

清掃・美化等 21.3% 35.0% * 35.8% 24.0% * 33.3% 28.8% 39.2% 25.2% ** 30.4%

見回り（防犯・防災） 8.3% 8.4% 11.4% 4.8% * 5.3% 10.1% 10.8% 6.9% 8.4%

防災訓練 13.9% 15.4% 18.2% 11.0% 10.5% 17.3% 16.7% 13.9% 14.9%

交通安全指導 8.3% 5.1% 7.4% 4.8% 5.3% 6.7% 9.2% 4.5% 6.2%

地域のお祭り 13.0% 15.9% 18.8% 10.3% * 16.7% 13.9% 15.0% 14.9% 14.9%

スポーツ・レクレーション 6.5% 12.6% 14.8% 5.5% ** 10.5% 10.6% 14.2% 8.4% 10.6%

ボランティア・NPO 10.2% 13.1% 15.3% 8.2% 11.4% 12.5% 16.7% 9.4% 12.1%

Chi-squared test * p < .05   ** p <  .01   † p  < .001

居住年数 性別 就業状態 教育状況
全体

 
 

類似の傾向は，積極的に参加している町内会・

地域活動でも見られた．積極参加群では，定例会・

総会（p <.01），清掃・美化等（p <.01），見回り（p 

<.05），地域のお祭り（p <.05），スポーツ・レクリ

エーション（p <.01）のそれぞれの活動で女性より

も男性参加者の割合が有意に高かった．清掃・美
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化等の活動においては，居住年数が短い者より長

い者の方が参加者の割合が有意に高く（p <.05），

また，短大卒以上の者より高卒以下の者の方が参

加者の割合が有意に高かった（p <.01）．就業状態

別に見ると，非就業者において参加者割合が高い

活動が散見されるが，いずれの活動についても統

計学的な有意差は認められなかった（表 4）． 

 

４． 考察 

本研究では，居住年数，性別，就業状態，教育

状況ごとに，全国 13 都市の高齢住民における地域

活動として，日常的に交流をしている相手方や自

宅近隣の地域コミュニティ内における諸活動への

参加行動の状況を明らかにし，社会的属性（居住

年数，性別，就業状態，教育状況）と高齢住民の

地域活動への参加との関連について検討した．そ

の結果，高齢住民の社会参加行動の多くで性別と

の関連性が見られた．一方，居住年数や就業状態，

教育状況は彼らの地域活動への参加についての諸

変数との関連性が弱いことが示唆された．内閣府

が 60 歳以上の高齢者を対象に令和元年度に実施

した調査の結果によると，「自治会，町内会などの

自治組織の活動」への参加者の割合は 21.8%で，

「趣味やスポーツを通じたボランティア・社会奉

仕などの活動」への参加者の割合は 16.9%である
[22]．自治組織の活動に参加している者は，内閣府

の調査結果とおよそ同じ割合であるが，ボランテ

ィアや社会奉仕の活動に参加している者の割合は，

本研究の結果の方が内閣府の調査結果よりも低い

傾向にある．そのため，本研究の調査対象者は，

一般的な高齢者よりも地域活動が不活発である可

能性があり，この点を踏まえて考察する必要があ

るだろう． 

先行研究において，高齢住民の地域活動全般へ

の参加要因として性別（男性）が言及されている

が[17]，本研究においても同様の結果が得られた．

つまり，男性は，自治会の諸活動や地域のイベン

ト，趣味活動に参加する者が女性よりも多く，積

極的に地域活動に参加する傾向であることが示唆

された．一方，近所の人，友人，家族と日常的に

交流をしている人の割合は男性より女性の方が多

いが，職場の同僚と交流している人の割合は女性

より男性の方が多い点で共通していた．ただし，

近所の人との交流は友人や家族よりも少なく，地

域内での交流が活発であるとは言えない．したが

って，リタイア後に地域の人たちとの交流が必ず

しも活発になるというわけではないと考えられる．

日常的な交流をしていない「孤立傾向群」に該当

する者も，女性より男性に多く見られた．また，

NPO・市民団体役員は，男性よりも女性の方が日

常的につきあっている者の割合は高かったが，そ

れ以外の地域の役職者とのつきあいは，すべて男

性において高い割合が見られた．根本ら[23]により

家族や仕事以外の地域住民との交流の程度は若年

者より高齢者が高いことが報告されているが，本

研究の分析により，高齢者の中でも特に女性が近

隣の人や友人と交流していることが示唆された．

高齢者世代は「夫は外で働き，女性は家を守る」

という伝統的家族関係に基づく性別役割を良しと

する意識が未だ根強く，この考え方を基軸に家庭

生活を営んできた者も多い．高齢女性の地域での

参加行動は，地域貢献的活動よりも趣味活動等，

地域内の個人的な活動において多く見られるのだ

という研究[24]とも整合的である．このような背景

から，高齢女性は家族を中心に近所の人や友人な

どとも一定の交流をしている一方，町内会活動や

地域の役職者との交流が男性ほど活発ではなかっ

たと考えられる． 

他方，親密圏・公共圏を問わず，他者と週に一

度以上交流する者の割合は非就業者よりも就業者

で高く，地域活動への参加も活発であった．この

ような傾向についての機序は，いくつかの研究で

言及されている．例えば，大友ら[25]は，高齢男性

が退職後の地域における社会貢献活動を通じて，

参加による課題達成感，達成成果に対する実感，

社会の役に立っているという満足感を得ており，

これらの主観効果が継続することで社会参加行動

が促進されると報告している．他方，藤原ら[26]に

より，高齢女性は「家族関係を意識した参加」や

「地域を意識した参加」等が定年退職後における

社会参加のモチベーションになっている可能性が

示唆されている．本研究の分析では，男性の割合

が女性よりも約 10 ポイント高い．そのため，大友

ら[25]の分析結果と類似した傾向が認められ，就業

者では，地域貢献性の高い町内会活動に参加する

者の割合が高くなっていたものと推察される． 

また，居住年数が 30 年以上の長期居住者は，30

年未満の者に比べて町内会の諸活動へ参加する者

の割合が高く，地域の役職者と日常的に付き合い

を持つ者の割合も高い．居住年数が 20 年を超える



 
人間生活文化研究 Int J Hum Cult Stud. No. 31 2021 

［査読有り］ 

活発な地域活動が見られる高齢住民の社会的属性に関する検討 619 

 

と急激に社会的孤立傾向状態の高齢者が増加する

という住民調査の結果もある[27]．一方で，愛知県

の独居高齢者データを用いた斉藤らの研究[28]では，

居住年数 10 年未満の者ほど社会的孤立傾向が高

くなることが報告されている．これらを総合する

と，居住年数の長短に関わらず，社会的孤立に陥

る地域在住高齢者が一定数居ると推察される．居

住年数が短い者は地域内に十分なパーソナル・ネ

ットワークを持っていないこと，居住年数が長い

者は配偶者や親しい人との死別や離別が社会的孤

立のきっかけになっている可能性がある．このよ

うな傾向は，特に男性に強く見られるとされてお

り [29]，居住年数が長い男性は，何らかの社会参加

をするための仕組みづくりが重要である． 

先行研究では，教育年数が長い者ほど社会貢献

活動に参加する傾向が高いことが示されている
[30][31]．しかし，本研究では，すべての地域活動で

高卒以下の者が大卒以上の者より参加者の割合が

高く，とりわけ「清掃・美化活動」では，両者の

間に統計学的に有意な 14 ポイントの差が見られ

た．地域の役職者との接触についても高卒以下の

方が高い割合であった．他方，短大卒以上の者は

高卒以下の者よりも，家族をはじめ周囲の人間と

日常的な交流が見られ，社会的孤立に陥っている

者の割合は低かった．大都市の都心部では，ホワ

イトカラーの高学歴者を中心に職住分離傾向が進

んでいることが明らかにされている[32]．現役時代

から職住が分離している者は，リタイア後に地域

内で新しく人間関係を構築していかなければなら

ない．そのため，高卒以下の教育状況の者たちに

比べて，地域活動への参加が低調である可能性が

ある．また，既存の調査で教育状況は社会的地位

や個人の能力をはかる 1 つの調整変数として使用

されることが多かったが[33]，本研究は，Web アン

ケートにより調査をおこなったため，回答者は一

定水準以上の ICT リテラシーを持つ高齢者に限定

される．そのため，回答者の能力に大きな違いは

なく，むしろ，短大卒以上の者が高卒以下の者よ

り 20 ポイント以上も多いというサンプルの偏り

が過大に評価され，結果に影響した可能性が想定

される． 

最後に，本研究の解釈において，以下の限界点

が挙げられる．一点目は，先述のとおり本研究で

用いた全国 13 都市のデータは Web アンケート形

式で実施されており，回答者の母数がコンピュー

タ等の ICT 機器を使用出来る者に限られる．その

ため，訪問面接調査や郵送調査に比べ，サンプリ

ングバイアスが大きい可能性は否定できない．一

方で，総務省の調査により，平成 30 年から令和元

年（平成 31 年）にかけて，60 歳以上のインター

ネット利用者の割合が 10 ポイント以上増えてい

るとの報告がある[34]．また，同報告では，60 歳代

以上のいずれの世代でもインターネット利用者が

50%を超えていることも示されており，従来の

Web アンケートほどバイアスは大きくないと考え

られる．他方，モニター調査であるという性質上，

回答するためには積極的に回答フォームにアクセ

スしなければならない．そのため，いわゆる無関

心層（アパシー集団）の意識は反映されていない．

この点において，選択バイアスがかかっている可

能性もある．質問紙を用いて同様の調査を行い，

その結果を比較することにより，バイアスの程度

を検証することが今後望まれる． 

三点目に，本研究の検討においては，調査を実

施した全国 13 都市の「都市度」を考慮していない．

先行研究において，人口が少ない小規模のコミュ

ニティではソーシャルキャピタルが豊かであり，

郡部（町村）で市民参加活動が活発化しやすいこ

とが指摘されている[35][36]．本研究で実施したオン

ライン調査は，自治体レベルでのサンプル割付に

よる．調査対象自治体には政令指定都市も複数含

まれている．これらの地域では，行政区ごとに人

口密度や都市度が異なっていることが想定される．

しかしながら，使用したサンプルでは，住民の居

住地について行政区ごとに把握することは出来な

い．そのため，本研究において都市度についての

検討が十分に出来なかった．都市度により，教育

状況や世帯収入等に違いがある可能性もあるため，

続く研究ではこの点も踏まえた詳細な検討が必要

であろう． 

四点目に，本研究は横断研究であるため，因果

関係については言及できない．そのため，本研究

で得られた分析結果が偶発的なものである可能性

も否定できない．今後，本研究と同様のデザイン

により，地域住民を対象とする調査を蓄積するこ

とで，社会的属性と高齢者の地域活動への参加行

動との因果関係についてより詳細に検討していく

ことが重要となる． 
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５． 結論 

 上記の限界点を考慮する必要があるが，本研究

は近年の全国規模住民調査のデータを用いて，高

齢住民における社会的属性と地域活動への参加行

動との関連について分析し，どのような属性の高

齢住民が活発に社会参加しているか検討した．そ

の結果，高齢住民の社会参加行動は，社会的属性

に関する変数の中でも，主に性別が関連している

ことを明らかにした．女性に比べて男性は地域内

での日常的な交流が芳しくない．そのため，定年

退職後の高齢男性をいかに職域から地域へ繋ぎ，

近隣の住民の輪の中に誘うべきか，という点につ

いて，地域の様々なステークホルダーが知恵を出

しあうことが必要であろう． 

 ただし，本研究は一時点のデータのみを使用し

た横断研究であるため，今後の研究において，縦

断研究による因果関係や経年的変化について更な

る検討が求められる． 
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Abstract 

In order to achieve healthy aging, it is important for even the elderly to actively participate in community 

activities. There have already been many studies on the participation of the elderly in community activities, 

but there have been few analyses focusing on the sociodemographic characteristics of individuals, and the 

regions have been limited. In this study, we examined the characteristics of elderly people who actively 

interact with local people and participate in community activities, based on the results of a web-based 

questionnaire survey conducted among residents in 13 cities across Japan. The results showed that in many 

of the interactions with others and community activities, there were marked differences depending on the 

gender of the residents, with women interacting on a daily basis. Men, on the other hand, participate in 

community activities with clearly defined roles and objectives, and interact with influential people in the 

community. There were no notable differences in community participation in terms of years of residence, 

employment status, or educational background. In order to promote community participation among the 

elderly in today's Japan, which is said to be in the era of 100 years of life, it is necessary to take these gender 

differences into consideration and use more effective methods. 
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